
2.1.4 再生可能エネルギーを利用した燃料・化成品変換技術

（1）研究開発領域の定義
再生可能エネルギーによって得られる電気・光・熱エネルギーを中長期かつ大規模に変換・貯蔵・利用す

ることを可能にする研究開発領域である。再生可能エネルギーを駆動力として、水素・アンモニア・有機ハイ
ドライドなどのエネルギーキャリアや、CO2を原料として燃料や化成品を合成・利用するための触媒開発、電
気化学プロセス、人工光合成技術などの研究開発課題がある。

（2）キーワード
エネルギーキャリア、再生可能エネルギー、アルカリ水電解、PEM型水電解、アニオン交換膜型水電解、

有機電解合成、人工光合成、CO2 電解、アンモニア・有機ハイドライド電解合成、燃料電池、SOFC、アニ
オン交換膜型燃料電池

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

風力や太陽光などの再生可能エネルギーからの電気は、中東や北アフリカでは日本の電気代の10分の1の
2 セント/kWhを下回る価格で取引されるように世界的に低価格化が進んでおり、地球温暖化の解決のため
にも大規模な利用が期待されている。一方で、再生可能エネルギーは広く薄く分布し、さらに生産と消費の
過程で場所と時間のミスマッチがあり、大量に導入するにはそのまま電力として利用する以外に、水素などの
他の物質に変換し、貯蔵・輸送する必要がある。

再生可能エネルギーを直接利用して物質変換する技術として、水電解による水素製造、光触媒による水素
製造（人工光合成）などのグリーン水素製造技術が挙げられる。グリーン水素が生産されれば、高圧水素、
液体水素以外に、水素を利用した反応によるアンモニア、有機ハイドライド、ギ酸などのエネルギーキャリア
に変換し、水素エネルギーの貯蔵・輸送を行うことも考えられる。また、水素との反応により二酸化炭素を
還元し、アルコール、エチレンを合成し、化学原料として利用することもカーボンニュートラル社会のための
重要な技術となる。さらに、水素は鉄・セメント・ガラス製造等のマテリアル製造における低炭素化技術とし
ての利用も期待されており、CO2 排出量削減の切り札と考えられている。

他に、再生可能エネルギーを直接利用する物質変換には、電気化学反応による二酸化炭素の還元、アンモ
ニアおよび有機ハイドライドの製造も挙げられる。これらは水素を介さずに、再生可能エネルギーからの電気
を直接利用し、電気化学反応により有用物質を製造する技術である。

また、合成した燃料を高効率で利用するための燃料電池技術についても、技術革新はもとより社会実装の
迅速な推進が不可欠となっている。

［研究開発の動向］
近年再生可能エネルギーからの電気を利用する水電解による水素製造および化学品製造のための電解技術

が注目されている。特に、再生可能エネルギーを用いる水電解で生産される水素はグリーン水素と呼ばれ、
地球温暖化抑制のためだけでなくエネルギー安全保障の観点からも、各国で大きなプロジェクトが次 と々立ち
上がっている。さらにウクライナ危機を受け、ロシア産の天然ガスおよび原油からのエネルギー供給からの切
替として、グリーン水素製造は欧州諸国での大型プロジェクトの立案が加速している。

日本は2017年12月に世界で初めての水素基本戦略を策定したが、EUおよび欧州諸国を筆頭に各国が
2020年以降、次 と々水素に関わる戦略を策定しており、欧州諸国における再エネ水素の導入目標規模は日本
に比べてかなり大きい。

水電解には、常温から80 ℃程度の低温で運転するアルカリ水電解、固体高分子型（PEM型）水電解、

140 CRDS-FY2022-FR-05CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野（2023年）　

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
応
用

2.1



アニオン交換膜型（AEM型）水電解、および500 ℃以上の高温で運転する高温水蒸気電解の4種類がある。
電解セルはいずれも、多孔性のカソード極、アノード極と両極に挟まれる隔膜の構成となっている。

アルカリ水溶液を供給し電解を行うアルカリ水電解は、古くから研究されている電解法であり、最も大型の
水電解装置の実証が進んでいる水電解方式である。隔膜には有機無機複合体の多孔膜を使用することが多く、
電極間に存在するアルカリ水溶液の液体がイオン伝導を担うため、生成する水素と酸素の混合を避けるため
に電極間距離を確保しなければならず、それによる抵抗損失が大きくなるという課題がある。イオン伝導を速
くするため、供給水溶液中のアルカリ水溶液（典型的にはKOH）濃度を6～8 Mの高アルカリ濃度域まで高
めることが多く、高アルカリ環境における周辺部材の腐食防止も検討されている。電極触媒としては、ニッケ
ル系の触媒が利用されることが多い。多孔性の触媒層の細孔中で酸素または水素ガスがたまってしまうと、
水が触媒表面に接触できず反応が阻害され効率が落ちてしまう。特に高電流密度領域でのガスの抜けは課題
となっている。また、出力が大きく変動する再生可能エネルギーからの電力では、変動に対する追随も課題と
なっている。大きな出力変動に対する電極および電極触媒の安定性、漏洩電流、逆電流などが問題となる。

固体高分子型水電解は、燃料電池自動車などに利用される固体高分子型燃料電池に似ており、隔膜として
パーフルオロスルホン酸膜が用いられることが多い。隔膜を通るイオンはプロトンであり、環境は酸性となる。
酸性環境では多くの金属は溶解してしまうため、貴金属を使用しなければならない。カソード触媒としては白
金系触媒が用いられ、アノード触媒としてはイリジウム系触媒が用いられる。また、燃料電池ではセパレータ
や集電体にカーボンが用いられるが、カーボンは水電解で使用される1.2 V以上の電圧で水または水蒸気と
接すると腐食してしまうため使用できない。酸環境であるため通常の金属も使用できなく、代わりにチタン多
孔体の表面を白金加工した材料が用いられ、多量の貴金属が必要となる。ポリマーを用いる固体高分子型水
電解では、隔膜を薄膜化できるためIR損失が小さく、高い効率が得られ、出力変動への追随も容易となる。
また、供給液に純水を利用することができ、さらに、隔膜がガスの透過を抑制できるため、水素を高圧にす
る事も可能である。使用貴金属量の低減と電極触媒に利用するイリジウムの溶解抑制が喫緊の課題である。
高電流領域まで使用できるため、特に多孔電極内でのガスの抜けも重要となる。大型化への対応も今後の課
題である。

アニオン交換膜型水電解は、アニオン交換膜を隔膜として利用しOH–イオンが伝導することにより水を電
解する方法であり、上記の固体高分子型水電解と異なり環境がアルカリ性となるため、卑金属を含めほとん
どの金属が使用可能となる。耐久性の高いアニオン交換膜が存在しないために研究は進んでこなかったが、
最近になって、耐久性の高いアニオン交換膜が開発され、水電解への応用が注目されている。電解質膜とし
て高分子薄膜が使用できるので、ガス透過を抑制しながら薄膜の利用が可能である。電極触媒、セパレータ
や集電体にニッケルなどの卑金属が使用できる。アルカリ水電解と同様に、特に、ニッケル系の触媒が使われ
ることが多い。現状では電解液としてKOH水溶液やK2CO3 水溶液を供給する場合が多いが、純水供給によ
る水電解に成功している例もある。新しい技術であり、その安定性や効率化に関しては研究が始まったばかり
である。高い耐久性が実証されれば、アルカリ水電解のように卑金属が使用でき、固体高分子型水電解のよ
うに薄膜使用による高効率化、高圧化、変動出力対応ができ、両方の利点を備えた電解技術となる。

高温水蒸気電解は固体酸化物型電解セル（SOEC）を用いた電解方式であり、固体酸化物型燃料電池
（SOFC）の逆反応である。500℃以上の高温運転のため近くに熱の供給源が必要となり、発電所の近くなど
の高温排熱源の近くでの運転が想定される技術である。イットリウム安定化ジルコニア無機固体電解質を隔
膜として用いO2－イオンを伝導させる場合は700℃以上、セラミックスプロトン伝導体を用いる場合でも
500℃以上の高温での運転が必要であるが、高温では水電解のギブスエネルギー変化が小さくなり電解電圧
を下げられるので、高温熱源が供給できるサイトであれば低温型よりも効率的になる。高温熱源の供給以外
に、各過電圧の低減に伴う効率化、シール性能の向上、セラミックスを用いるため温度・圧力変化による割
れや耐久性など長時間運転や大型化への課題がある。

再生可能エネルギーからの電気化学プロセスを利用したCO2 還元も研究されている。 CO2 電解還元では、
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CO、ギ酸、エチレン等のC2以上化合物など多様な化合物が生成しうる。特に基礎化学品であるエチレンな
どのC2以上化合物の直接合成が注目されている。銅系の触媒が使用されることが多いが、反応選択性向上
に向けた電極触媒の検討が中心的な課題である。反応の高速化（高電流密度化）を促進するための電極構
造設計やリアクター開発も活発化している。薄膜を用いた電解合成も報告されるようになっている。また、シ
ステム全体としてのLCA評価に対する重要性の認識も高まっている。

再生可能エネルギーからの電気化学プロセスを利用したアンモニア、有機ハイドライドなどの水素キャリア
の直接合成も報告されている。固体高分子型水電解と共通のシステムを用いたトルエンからの有機ハイドライ
ドであるメチルシクロヘキサンの合成は、ある程度の規模の実証にも成功している。中・高温領域で行う窒素
からのアンモニアの電解直接合成も研究が進展している。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

アルカリ水電解では、大型化および長期運転、出力変動運転に伴う耐久性の向上が研究されている。さら
に、アルカリ水電解を高圧力で運転し加圧水素を得る高圧水電解法も今後の注目技術であり、高圧水素が必
要となる場合に有効な手段となる。最近はポリベンズイミダゾールなどのポリマー膜を隔膜に用い、ゼロ
ギャップのアルカリ水電解も提案され、高い変換効率を達成している。実用的な耐久性に関しては今後の検
討課題である。

固体高分子型水電解では、最近、パーフルオロスルホン酸膜よりもガス透過性が低い炭化水素系の隔膜も
開発され、高効率および水素の高圧化が達成されている。電解質膜の開発だけでなく、耐久性を向上させる
ためのイリジウム合金の開発や大型セルの開発も重要となっている。

アニオン交換膜型水電解は新しい技術であり、アニオン交換膜の分解機構が明らかとなり、主鎖骨格にエー
テルを含まない高耐久芳香族系アニオン交換膜が主流になると思われる。高耐久なアニオン交換膜の開発は
今後も重要であり、電解セル内での劣化挙動をメカニズムベースで理解したうえでの材料設計が求められる。
また、電極触媒には様々な卑金属が使用可能となり、ニッケル、モリブデン、鉄など、様々な高性能触媒が次々
と報告されている。電極触媒となる金属の候補が多く、マテリアルズ・インフォマティクス技術を活用し、最
適な触媒を短期間に設計する研究も重要となっている。

CO2 電解では、電極触媒開発、高効率化をめざしたリアクター開発、バイオシステムとのハイブリッド化が
進展している。

触媒開発では、C2以上化合物への触媒反応の実績を示す銅系材料を中心として、ナノ構造の精密制御を
行った触媒やZnやAl等と合金化した触媒の検討が進んでいる。一方で、非常に長い歴史を持つ銅系触媒の
研究開発であるが、触媒作用原理は十分に明らかではなく、オペランド分光等や計算科学的手法を用いた研
究が活発化している。最近さらなる高付加価値化をめざし、NiP系材料においてフランジオール（C4化合物）
が一段階で得られることが見出されている。

一方で、銅系触媒の反応選択性やエネルギー変換効率はこの数十年間大きく改善はしていないため、電解
セルやプロセスに着目した研究が進む。例えば、2段階カスケード方式によって、CO2/CO変換、CO/C2+
変換を組み合わせることによって、1段階プロセスよりも高いエネルギー効率が得られている。

高付加価値化の方向性として、バイオシステムとのハイブリッド化が進んでいる。微生物が生育のための基
質として利用可能な有機物をCO2 電解で合成し、その後段にバイオ発酵リアクターを接続する方式が関心を
集めている。バイオシステムでは少量・高付加価値品を製造することで経済合理性を確保して、社会実装を
早めることが期待されている。近年になり、Siemens社とEvonik社が共同で、CO2/COの電気化学変換と
バイオ発酵工程とを組み合わせてブタノールおよびヘキサノールを合成した。また、中国の研究グループが
CO2 電解で得た酢酸を遺伝子改変した酵母の培養リアクターへと送り、糖を最終生成物として得ることに成功
している。また米国の研究グループは、CO2 電解で得た酢酸をもとにバイオマスを得ている。これらの報告は、
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CO2 電解の最終生成物を従来の燃料・化成品原料用途から食料応用へと拡大させた点で関心を集めている。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
世界の動向としては、燃料電池技術から水電解などのグリーン水素、低炭素水素やその応用全体に研究開

発がシフトしている。

［日本］
燃料電池の共通課題、先端技術、多用途活用を目指すプロジェクトであるNEDO「燃料電池等利用の飛

躍的拡大に向けた共通課題解決型産学官連携研究開発事業」が進められている。本プロジェクトには水電解
などの水素関連技術も一部含まれる。

また、水電解、大規模水素利用、発電共通基盤、エネルギーキャリア、その他の水素製造技術を開発する
NEDO「水素利用等先導研究開発事業」が実施されているが、本プロジェクトは2022年度に終了する。さ
らにNEDO「グリーンイノベーション基金事業」によって、エネルギーキャリア、水素燃焼、水電解などの実
証事業が進んでいる。2030年の水素導入量を最大300万トン、コスト30円/Nm3を目標としている。

CO2 電解については、NEDO「ムーンショット型研究開発事業目標4」にて、電気化学/CO2 資源化をキー
ワードとする3つのプロジェクトが進められている。 Cu系触媒材料をベースにシステムエンジニアリングや産
学連携を特徴とするCO2/C2+変換を対象としたチーム、独自のDAC膜技術をコアとして金属触媒とリアク
ターの精密設計に特徴を持つチーム、微生物を担持した特徴的な電極によってプラスチック等の高付加価値
品の製造を狙うチームなど、幅広いアプローチが進展している。

［米国］
米国ではエネルギー省（DOE) が幅広い業界横断的な水素および燃料電池関連の基礎および応用研究プ

ロジェクトであるH2@Scaleが進められており、2020年11月からは水素の製造、貯蔵、輸送、変換、燃料
電池を含めた応用などの研究のためにHydrogen Program Planが進められている。さらに、DOEは、
2021年10月にはEnergy Earthshots Initiativeを創設し、Hydrogen Shotを立ち上げた。水素エネルギー
の活用に95億ドルを支出する戦略を発表し、10年後にクリーンな水素製造コストを1$/kgとする事を目指し
ている。

さらにDOEはHydroGEN Advanced Water Splitting Materials ConsortiumやHydrogen from 
Next–generation Electrolyzers of Water (H2NEW）で、ハイスループットの材料試験法、材料試験結果
のマテリアルズ・インフォマティクスによる解析、加速劣化試験法、電解セルの量産技術等のシームレスな検
討が進んでいる。

［EU］
EUは2020年7月に水素戦略を発表し、2030年時点において欧州域内で40 GWの水電解装置を導入し、

周辺国の再エネの適地にも40 GWを導入し、6800 kmの水素パイプラインで結ぶ壮大な計画が進んでいる。
欧州燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）のプロジェクトが注目され、産官学をあげた研究開発と実証の
両輪での製造、貯蔵、輸送、変換、利用を含めた水素技術全体への取組が進んでいる。

ドイツでも2020年6月に国家水素戦略を策定し、水素技術の創出に70億ユーロ、国際パートナーシップ
構 築 に20億 ユ ー ロの 助 成 を 予 定しており、2030年 に5G Wの 水 電 解 装 置 の 稼 働 を目指している。
Fraunhofer Instituteは基礎研究から量産化、大型化などの実用研究を担っている。企業との関係が強く、
日本の企業が海外に進出する際もFraunhoferでの評価が重要となっている。
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［中国］
中国では、2022年1月時点で水素ステーションが178カ所稼働しており、水素ステーションの数でも、燃

料電池自動車の累積販売台数でも日本を超えている。水素・燃料電池開発に力を入れており、2035年まで
に100万台の燃料電池自動車の導入を目指している。また、2030年までに太陽光、風力発電設備容量を12
億kW以上にするなどの目標を掲げている。多くの燃料電池を含む水素関連の研究開発重点プロジェクトも
進んでいる。欧州、米国、日本企業も中国での水素・燃料電池事業を進展させている。

［韓国］
韓国では、2021年12月時点で水素ステーションが170ヵ所設置されており、中国同様に、水素・燃料電

池自動車の設置が進んでいる。2021年10月に「水素先導国家ビジョン」を策定し、クリーン水素の生産、
流通、活用を推進している。2030年にグリーン水素25万トン、ブルー水素75万トンの生産量を、2040年
までに水素ステーション1200カ所、燃料電池自動車620万台、燃料電池バス6万台の導入、水素価格
3000ウォン/kgを目指し、水素エネルギーの普及に力を入れている。また、大規模な水素の生産、輸送・貯
蔵、活用に関する技術開発事業もスタートさせている。

（5）科学技術的課題
電解技術は新しい高耐久・高性能な電解質膜が開発されれば、一気に進む場合がある。最近開発が盛ん

なアニオン交換膜は新しい電解技術開発に今後有望である。他にも工業的な触媒反応で重要となる200℃～
500℃の中温領域で高耐久・高性能な電解質膜が開発されれば、新しい電解技術が生まれる可能性がある。
材料開発は容易でなく、その成否を予測することは難しいが、挑戦的な基礎研究を継続する必要がある。

電極触媒に関してはアルカリ環境であればほとんどの金属が使用でき、さらに微細な構造等により大きく活
性が変わるため、高耐久・高性能電極触媒の候補材料は無限に存在する。また、CO2 電解など生成物が複
雑になる系では、選択性の向上や競合反応の抑制による過電圧の低減などが大きな課題となっている。カー
ボンニュートラル社会への要請が高まるなか、短期間によりよい電極触媒を見つけ出すためにはマテリアル
ズ・インフォマティクスなどの情報技術の利用が必要不可欠となる。人間の知識・経験と情報工学を融合し
た分野の進展は重要となる。また、実験データの解析方法の統一化など、研究者間でデータを利用できる体
制も重要となる。

また高出力化や大電流化を志向する際には、セル内での反応場や反応環境の不均一性（局所変化）が顕
著になる。これは、電極材料や電解質膜の劣化や反応特性低下につながるため、様々な検討が進んでいるが、
有効な策はいまだ見出されていない。そのためには、反応場の局所変化を定量的に分析する技術の確立も求
められる。

グリーン水素の利用には、水素をそのまま利用する水素タービンや製鉄への応用などもあるが、アンモニア、
有機ハイドライド、ギ酸、エチレンなど、さらなる物質変換をしてからの利用も想定される。必要な水素の純
度や圧力などを決めるには、生産地と利用場所との距離、利用形態など、サプライチェーンを含め、利用ま
でを考えた技術開発を想定する必要がある。

一旦、再生可能エネルギーから水素を製造するグリーン水素を経由した物質変換と、再生可能エネルギー
を直接利用する電解による物質変換のどちらが有利なのか、シナリオによって異なる事が予想されるが、その
ための原理的な理解や検討を進める必要がある。

さらに、出力が天候により時々刻々変化する自然エネルギーを利用するため、電解槽の運転制御も複雑に
なり、その制御のための工学も必要である。したがって電解質膜や電極触媒、電解セルの開発は重要である
が、同時に、幅広い工学を包含し、結びつけた研究も必要である。
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（6）その他の課題
エネルギー分野の変革には時間がかかり、かつ世界全体で大規模に進める必要があるため、世界に広げる

には技術が実証できてから10～20年は最低でも必要だろう。従来のような基礎研究をしっかりと進め、応
用研究を進展させ、技術をほぼ完成させてから大型実証試験および社会実装へ進める時間軸では間に合わな
い可能性が高い。

電解技術は、工学的な大型化技術と、新しい材料の開発やメカニズム解明などの応用基礎研究が同時に進
んでいる分野であり、今後も、両輪の研究開発を並行して進める必要がある。大型プロジェクトからの課題抽
出と、その解決のための応用基礎研究との連携など、今までとは異なる研究プロジェクト体制も必要である。
一方で、新材料技術は不連続的に生じうるため、多様な材料開発を長期間にわたり推進すべきである。

幅広い工学と電気化学、材料科学を理解し、異分野の人材と会話しながら進められる人材育成も必要であ
る。現状では、化学工学などの工学分野と電気化学の両方を理解している人材は少なく、さらに材料開発も
深く理解している人材はさらに少ない。また、情報分野にも精通し、AI制御やMI、ロボットを利用した材料
最適化を短期間で実施できる人材も必要となる。これら全体を学べる教育環境の整備も重要な課題である。

エネルギーキャリアの社会実装には、高圧ガス保安法、消防法、毒劇法、労働安全衛生法、道路法、船
舶安全法、航空法、港則法、化審包、消防法、水質汚濁防止法、大気汚染防止法などをクリアしたうえで、
社会受容性があることが必要である。このような社会受容性の獲得に必要なLCAやリスク評価を客観的な立
場で行うための体制構築も課題としてあげられる。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

• 世界最高レベルの電極触媒・電解質膜の成果発表が続いている。
• NEDO「燃料電池等利用の飛躍的拡大に向けた共通課題解決型産学

官連携研究開発事業」、NEDO「水素利用等先導研究開発事業」、
JST–ALCA事業で燃料電池や水電解PJが複数進んでいる。一方で、世
界の研究競争が激化しており、基礎研究を一層加速させる必要がある。

応用研究・開発 ◎ →

• 水電解では、新規材料として東レによる炭化水素系電解質膜が注目さ
れている。また実証規模では、旭化成が10 MW級のアルカリ水電解を
立ち上げ運転している。山梨県では固体高分子型水電解の16 MW級
の実証を目指している。

• 人工光合成では、東京大学が100 m2 規模の光触媒および分離システ
ムによる水素製造を報告している。

• CO2 電解では、ムーンショット型研究開発事業による産学連携が活発
化しており、事業化を見据えた本格的な活動が期待される。

米国

基礎研究 ◎ ↗

• 国立研究所を中心とした最先端の解析技術や理論計算を駆使した電極
触媒の機能発現に関する高レベルな基礎研究が進展している。

• CO2 電解では、米国SUNCATのグループやカナダ・トロント大学のグ
ループから、触媒からリアクター開発まで幅広い研究が進展している。

• DOEによって、HydroGENやElectroCatなどのコンソーシアムが展開
され、データ科学を駆使した材料探索が進展している。

応用研究・開発 ◎ →

• 水電解では、Cummins/hydrogenics社により20 MW級の実証プラ
ントが稼働、商用化が開始。 Hydrogen Program Planにより産官学
全体によるプロジェクトが進んでいる。

• CO2 電解では、Stanford大学発ベンチャーのTwelve社が多くのファ
ンドを獲得。

欧州 基礎研究 ○ ↗ • 水電解では、炭化水素系ポリマー膜、ポリスルフォン系膜による高性能
セルが報告。ドイツ・フランスを中心に学術論文の発表件数が多い。
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欧州 応用研究・開発 ◎ ↗

• 欧州燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）が次々にプロジェクトを
進めている。 ITM Power、Nel、Thyssenkrup社が英国、スペイン、
デンマーク、オランダにおいて20 MW級の水電解プラントの実証を進
め、商用化が進もうとしている。ドイツでもITM PowerとSiemens社
が10 MWおよび6.3 MW級のプラントを稼働。今後は次 と々商用施設
が立ち上がる予定。

• CO2 電解では、Loter・CO2M、ECO2Fuelなどコンソーシアム型研
究が発足。産学連携が活発化。

中国

基礎研究 ◎ ↗
• 学術論文の発表件数が多く、その伸びも大きい。独創性の高い研究は

限定的であるが、MOFなどの新規材料を積極的に電極触媒として活用
する取り組みが多い。

応用研究・開発 ○ ↗

• 燃料電池車の累計販売台数は日本を超え、水素ステーションの設置数
も世界一になっている。水素需要も再生可能エネルギー量も大きく、
2030年までに太陽光、風力発電設備容量を1200GW以上にするなど
の目標を掲げている。今後、水電解等のプロジェクトが次々に立ち上が
ることが予想される。

韓国

基礎研究 ○ → • 近年学術論文の発表件数が増大している。

応用研究・開発 ○ ↗
• 韓国も燃料電池販売台数で日本を抜き、水素ステーション設置数でも

日本を超えている。水素ロードマップの策定が進むも、事故なども発生
しており、水素社会への移行は必ずしも順調ではない。

（註1）フェーズ

基礎研究：大学 ・ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ・ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ・ 成果が見えている 〇：顕著な活動 ・ 成果が見えている

△：顕著な活動 ・ 成果が見えていない ×：特筆すべき活動 ・ 成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・蓄エネルギー技術（環境・エネ分野　2.2.1）
・水素・アンモニア（環境・エネ分野　2.2.2） 
・CO2 利用（環境・エネ分野　2.2.3） 
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